
 

 

２０２３年１１月１６日 

 

いわぎんリサーチ＆コンサルティング株式会社 

 

岩手県内企業設備投資計画調査－2023 年 10 月調査－について 

～ 実績はやや力強さに欠ける結果、計画も弱含み ～ 

いわぎんリサーチ＆コンサルティング株式会社（代表取締役 佐々木泰司）は、半期毎に

実施している「岩手県内企業設備投資計画調査」の2023年10月調査結果を以下のとおり公表

します。 

 

１．2023年度上期の設備投資実績 

「実績あり」：47.8％、「実績なし」：52.2％ 

（「実績あり」の前年同期調査比：0.7ポイント増加） 

 

２．23年度下期の設備投資計画の有無 

「計画決定」：26.1％、「計画検討」：15.5％、 

「実施しない」：34.2％、「未定」：24.2％ 

（「計画決定」と「計画検討」を合わせた割合：41.6％、同4.7ポイント減少） 

 

本調査の調査要領と調査結果の要約は別紙のとおりです。 

詳しくは 11 月 30 日に弊社ホームページへ掲載する「Research Report 2023 年 12 月」を 

ご覧ください。 

 

 

 

 

≪問い合わせ先≫ 
いわぎんリサーチ＆コンサルティング株式会社 
経営支援部 地域経済調査担当 阿部 瑛子 

TEL：019-622-1212 
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＜ 調 査 要 領 ＞ 

 

＜調 査 結 果 の要 約 ＞ 

１．設備投資実績の有無 ～やや力強さに欠ける結果～ 

2023年度上期に設備投資実績があった企業の割合は前年同期比0.7ポイント（以下、

ｐ）増の47.8％となり、前年実績を上回ったものの投資マインドはやや力強さに欠ける

結果となった（図表１）。 

産業別に見ると、製造業は「実績あり」が約６割を占め投資マインドの高さが継続し 

ていることが窺える一方、非製造業は運輸・サービス業は堅調な結果となったものの、

建設業と卸・小売業では相対的にやや弱さが見られた。 

 

  図表１ 設備投資実績の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調 査 内 容 

2023 年度上期の設備投資実績および 23 年度下期の設備投資計画等   

（原則として、設備投資額は調査対象期間中の工事進行額でとらえた「工事ベース」 

を基準とする。また、ソフトウェア投資額を含む） 

調 査 時 期 
2023 年 10 月 

調査周期：半期毎（４、10 月） 
調 査 方 法 Web、郵送 

調査対象企業 341 社 回 収 率 48.1％（164 社） 

回 答 企 業 数 
製造業   51 社   

非製造業 113 社（建設業 25、卸・小売業 58、運輸・サービス業 30） 
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(注) １．2021、22 年度は全産業 

   ２．（ ）内は年度の実績 
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２．設備投資計画の有無 ～計画も弱含み～ 

2023年度下期の設備投資計画については、「計画決定」とした企業が26.1％、「計画検

討」が15.5％、「実施しない」が34.2％、「未定」が24.2％となった（図表２）。「計画決

定」と「計画検討」を合わせた割合は41.6％となり、前年同期調査（46.3％）を下回る

結果となった。 

産業別では、製造業は９割の企業がすでに計画を決定しており、「計画決定」と「計

画検討」の合計が５割超を占めた。一方、非製造業は「未定」としている企業の割合が

約３割となる一方、「計画決定」と「計画検討」の合計が４割弱となるなどやや弱い動き

となっている。 

 

 図表２ 設備投資計画の有無 
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(注) １．2022 年度下期は全産業 

２．（ ）内は計画がある企業の割合 

３．四捨五入の関係で合計が一致しない、あるいは 100％にならない場合がある 


